
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）
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告
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〇
消
防
庁
告
示
第
十
二
号

消
防
法
施
行
規
則（
昭
和
三
十
六
年
自
治
省
令
第
六
号
）

第
四
条
の
四
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
左
記
の

者
を
防
炎
表
示
を
付
す
る
者
と
し
て
登
録
し
た
の
で
、
同

条
第
七
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
公
示
す
る
。

平
成
二
十
二
年
八
月
二
日消

防
庁
長
官

河
野

栄

lllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllll

〔
告

示
〕

〇
保
険
業
法
第
二
百
九
条
第
二
号
の
規
定
に

よ
る
届
出
に
関
す
る
件
（
金
融
庁
八
八
）

J

〇
社
債
等
登
録
法
施
行
令
第
一
条
第
一
項
の

会
社
並
び
に
社
債
等
登
録
法
施
行
規
則
第

十
二
条
第
一
項
の
登
録
機
関
及
び
そ
の
支

店
の
指
定
に
関
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す

る
件
（
金
融
庁
・
法
務
六
）

〇
消
防
法
施
行
規
則
第
四
条
の
四
第
七
項
に

規
定
す
る
防
炎
登
録
表
示
者
の
公
示
に
関

す
る
件
（
消
防
庁
一
二
）

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
法
務
三
八
七
）

K

〇
公
証
人
法
第
七
条
ノ
二
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
指
定
の
件
（
同
三
八
八
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
三
八
九
）

〇
標
章
の
国
際
登
録
に
関
す
る
マ
ド
リ
ッ
ド

協
定
の
千
九
百
八
十
九
年
六
月
二
十
七
日

に
マ
ド
リ
ッ
ド
で
採
択
さ
れ
た
議
定
書
へ

の
イ
ス
ラ
エ
ル
国
の
加
入
に
関
す
る
件

（
外
務
三
五
八
）

L

〇
円
借
款
の
供
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
共
和
国
政
府
と
の
間
の
書

簡
の
交
換
に
関
す
る
件
（
同
三
五
九
）

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

R

〔
皇
室
事
項
〕

J
I

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

四
国
地
方
整
備
局
公
示（
四
国
地
方
整
備
局
）

J
I

国
家
試
験

航
空
従
事
者
技
能
証
明
等
に
関
す
る
試
験
の

施
行
（
国
土
交
通
省
）

J
I

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

国
土
調
査
の
成
果
の
認
証
の
公
告

（
国
土
交
通
省
）

J
J

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁登

録
包
括
信
用
購
入
あ
つ
せ
ん
業
者
の
営

業
の
廃
止
、
建
設
業
の
許
可
の
取
消
処
分

関
係

J
J

裁
判
所

相
続
、
準
禁
治
産
、
公
示
催
告
、
失
踪
、

除
権
決
定
、
破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、

会
社
更
生
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

企
業
年
金
基
金
変
更
関
係

K
R

会
社
そ
の
他

〇
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
法
施
行
令

第
八
条
第
三
号
の
規
定
に
基
づ
き
主
務
大

臣
が
指
定
す
る
感
染
症
等
を
定
め
る
件

（
財
務
・
厚
生
労
働
一
）

M

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
一
一
八
五
〜
一
二
〇
一
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
一
二
〇
二
〜
一
二
〇
八
）

O

〇
土
地
区
画
整
理
事
業
の
関
係
図
書
を
縦
覧

に
供
す
る
件
（
国
土
交
通
八
〇
九
）

P

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
八
一
〇
）

〇
直
轄
砂
防
工
事
を
施
行
す
る
件

（
同
八
一
一
）

Q

〇
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化
に
関
す
る

法
律
の
規
定
に
よ
り
登
録
建
築
物
調
査
機

関
を
登
録
し
た
件

（
関
東
地
方
整
備
局
三
一
七
）

〇
建
築
基
準
法
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
確
認

検
査
機
関
の
確
認
検
査
の
業
務
を
行
う
事

務
所
の
所
在
地
を
変
更
し
た
件

（
同
三
一
八
）

〇
浄
化
槽
の
型
式
を
認
定
し
た
件

（
中
部
地
方
整
備
局
一
一
一
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
一
八
二
）

〔
国
会
事
項
〕

R

〔
人
事
異
動
〕

内
閣
法
制
局

公
害
等
調
整
委
員
会

法
務

省

財
務
省

神
奈
川
県

長
野
県

鹿
児

島
県

横
浜
市

R

〇
金
融
庁

法
務
省
告
示
第
六
号

社
債
等
登
録
法
施
行
令
（
昭
和
十
七
年
勅
令
第
四
百
九

号
）
第
一
条
第
一
項
（
同
令
第
十
二
条
に
お
い
て
準
用
す

る
場
合
を
含
む
。）の
会
社
並
び
に
社
債
等
登
録
法
施
行
規

則
（
昭
和
十
七
年
大
蔵
司
法
省
令
第
一
号
）
第
十
二
条
第
一
項

の
登
録
機
関
及
び
そ
の
支
店
の
指
定
に
関
す
る
件
（
昭
和

十
七
年
四
月
大
蔵
省

司
法
省
告
示
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
二
年
八
月
二
日金

融
庁
長
官

三
國
谷
勝
範

法
務
大
臣

千
葉

景
子

二
中
「
株
式
会
社
北
洋
銀
行

東
京
株
式

都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目

会
社
北
洋
銀
行
東
京
支
店

」
を
「
株
式
会
社
北
洋
銀
行

札
幌
市
中
央
区
大
通
西
三
丁
目

株
式
会
社
北
洋
銀
行
本
店

」
に

改
め
、
四
中
「
株
式
会
社
北
洋
銀
行

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目

株
式
会
社
北
洋
銀
行
東
京
支
店

」
を
削
る
。

〇
金
融
庁
告
示
第
八
十
八
号

コ
ン
パ
ニ
ー
・
フ
ラ
ン
セ
ー
ズ
・
ダ
シ
ュ
ラ
ン
ス
・

プ
ー
ル
・
ル
・
コ
メ
ル
ス
・
エ
ク
ス
テ
リ
ュ
ー
ル
よ
り
保

険
業
法
（
平
成
七
年
法
律
第
百
五
号
）
第
二
百
九
条
第
二

号
の
規
定
に
よ
る
届
出
（
同
法
第
百
八
十
七
条
第
一
項
第

四
号
に
定
め
る
日
本
に
お
け
る
主
た
る
店
舗
の
変
更
）
が

あ
っ
た
の
で
、
同
法
第
百
八
十
九
条
の
規
定
に
基
づ
き
、

次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

平
成
二
十
二
年
八
月
二
日金

融
庁
長
官

三
國
谷
勝
範

日
本
に
お
け
る
主
た
る
店

舗
の
所
在
地

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
一
丁
目

二
番
八
号

˜
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